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 　2011年 3月，自殺対策の担当部署は当時内閣府自殺対策推進室であり，毎年 3月に自殺対策強



















































7  ）元内閣府官僚に対する筆者インタビューによる（2017年 10月 21日） 
 8）同上。
9  ）元内閣府官僚に対する筆者インタビュー（2017年 10月 21日）と筆者の参与観察に基づく。
10）同上。
11）同上。
12）蓮舫「岩手県，宮城県　2015年 4月 17日」（蓮舫議員 HP）https://renho.jp/2011/04/17/2552/（last acessed: 
10/10/2017）。 
13）蓮舫「岩手県，宮城県　2015年 4月 17日」（蓮舫議員 HP）https://renho.jp/2011/04/17/2552/（last acessed: 
10/10/2017）。 


























 　前述の福島県視察を踏まえ，内閣府は，東日本大震災の発生を受けて，内閣府は 2011年 4月，「災
害を経験した方，家族や友人を支える方向けの心のケアの手帳」23）として，「ほっと安心手帳」を作
成する。国立精神・神経医療研究センターの監修を経て，2011年 4月に第 1弾（災害発生直後～
半年），災害発生から半年後の 2011年 9月に第 2弾（災害発生半年後～），災害発生から一年後の
17）元内閣府官僚に対する筆者インタビュー（2017年 10月 21日） と筆者の参与観察に基づく。
18）柳澤みつよし「2011年 4月 13日（水）民主党自殺対策推進 PT第 6回総会」，柳沢みつよし議員 HP，http://
www.avail-pro-test.com/report/2011/04/13_190702.html（last acessed: 9/9/2012）。 
19）元内閣府官僚に対する筆者インタビュー（2017年 10月 21日）と筆者の参与観察に基づく。 
20）柳澤みつよし「民主党自殺対策推進 PT第 7回総会　平成 23年 5月 19日」，柳澤みつよし議員 HP，http://www.
yanagisawa-m.jp/report/2011/05/19_192824.html（last acessed: 9/9/2012）。 





22）元内閣府官僚に対する筆者インタビュー（2017年 10月 21日）と筆者の参与観察に基づく。 
23）内閣府自殺対策推進室「ほっと安心手帳」，内閣府自殺対策推進室 HP，http://www8.cao.go.jp/souki/koho/





















































































































































46）元内閣府官僚に対する筆者インタビュー（2017年 10月 21日） と筆者の参与観察に基づく。 
47）清水康之「政府が取り組むべき自殺対策～東日本大震災と 5月の自殺者像を踏まえて～（2011年 7月 4日）」
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12200000-Shakaiengokyokushougaihokenfukushibu/ss1-1.pdf（last 
acessed: 10/10/2017）。 
48）朝日新聞夕刊 2社会面「5月の自殺者数増，タレントの自殺報道影響？」8面，2011年 7月 4日付。 
49）元内閣府官僚に対する筆者インタビュー（2017年 10月 21日） と筆者の参与観察に基づく。 
50）同上。
51）同上。

























































 　2011年 9月の時点で，財務省との協議は決着しており，2011年 11月 21日，平成 23年度第三次
補正予算において，地域自殺対策緊急強化基金の積み増しが実現した56）。この積み増しの理屈とし














54）2011年 9月 16日の参議院本会議における山口那津男氏の発言による。 
































2017年度南山大学パッヘ研究奨励金 I ― A ― 2の助成を受けている研究成果の一部である。 
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 Suicide prevention in the aftermath of 
the triple disaster in Japan 
 Karin MORIYAMA 
 要　　旨 
 　2011年 3月に発生した東日本大震災の発生から，7年が経過しようとしている。その当時，行政内
部ではどのような動きがあったのか，今でも明らかにされている部分は少ない。本稿では，行政学の
観点から，東日本大震災の発災当時の状況を分析した上で，自殺対策としての被災地支援の在り方に
ついて分析する。現在，被災地における自殺者数は，震災関連自殺として統計が取られているが，そ
の統計が取られるようになったのも，東日本大震災発災からしばらく経ってからのことであった。本
稿では，東日本大震災発災当時の行政内部の政策形成過程を中心に，被災地における自殺対策がどの
ように変化していったのかを地域自殺対策緊急強化基金との関係で明らかにする。 
